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１．都市計画とは 

 都市は、刻々と変化するとともに、市民生活の場であり、個人や企業の経済活動の場

です。都市計画とは、都市に住む人、活動する人々が健康で文化的な都市生活又は機能

的な都市活動を営むことができるよう、まちづくりに関する総合的な観点から将来を見

通して、土地の使い方や建築物の建て方についてのルールをはじめ、都市に必要な施設

の整備など、都市の成長を計画的に誘導してまちづくりを進めていくことを目的として

います。 

 以上のような目的を達成するために『都市計画法』が定められており、この都市計画

法に基づいて都市計画によるまちづくりが進められます。 

 

 

２．都市計画の内容 

 都市計画法における都市計画の内容は、まず、一体の都市として総合的に整備し、開

発し、及び保全する必要がある区域を「都市計画区域」と定めた上で、この区域内につ

いての、①土地の使い方や建築物の建て方などの「土地利用」に関するもの、②道路、

公園、下水道などの「都市施設」に関するもの、③市街地の整備を一体的に進める「市

街地開発事業」に関するものに大きく分かれます。その概要は次のとおりです。 
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【都市計画の内容】            注：    は、朝霞市内で定めている都市計画です。 

（平成 26 年 2 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路交通施設 ・都市高速鉄道　・ 駐車場 ・自動車ターミナル　・その他の交通施設

公園公共空地 ・緑地　・広場　・墓園　・その他の公共空地

市場　・と蓄場　・火葬場

一団地の住宅施設

一団地の官公庁施設

流通業務団地

その他の施設

供給施設 水道　・電気供給施設　・ガス供給施設　・その他の供給施設

処理施設 下水道 ・ 汚物処理場 ・ ごみ焼却場 ・ ごみ処理場 ・その他の処理施設

教育文化施設 学校　・図書館　・研究施設　・その他の教育文化施設

医療福祉施設 病院　・ 保育所 ・その他の医療施設又は社会福祉施設

河川　・運河　・その他の水路河川

都

市
計

画
区
域

市街化区域

市街化調整区域

区域区分

地域地区

特別用途地区

特例容積率適用地区

高度地区

高度利用地区

特定用途制限地域

高層住居誘導地区

特定街区

都市再生特別地区

防火地域・準防火地域

特定防災街区整備地区

景観地区

風致地区

駐車場整備地区

臨港地区

第一種歴史的風土保存地区・第二種歴史的風土保存地区

歴史的風土特別保存地区

緑地保全地域

特別緑地保全地区

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区

航空機騒音障害防止地区・航空機騒音障害防止特別地区

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第二種住居地域

準住居地域

第一種中高層住居専用地域

第一種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

用途地域

促進区域 市街地再開発促進区域

土地区画整理促進区域

住宅街区整備促進区域

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

防災街区整備地区計画

沿道地区計画

集落地区計画

地区計画

地区計画等

土

地
利

用
に
関

す
る

も
の

遊休土地転換利用促進地区

被災市街地復興推進地域

市街地開発事業等予定区域

市街地開発事業

工業団地造成事業

住宅街区整備事業

新住宅市街地開発事業

市街地再開発事業

防災街区整備事業

土地区画整理事業

新都市基盤整備事業

市

街
地

開
発
事

業
に

関
す
る

も
の

都

市
施

設
に
関

す
る

も
の

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

都市再開発方針等（住宅市街地の開発整備の方針など）

市町村の都市計画に関する基本的な方針（都市計画マスタープラン）

高度地区 

 

都市再開発方針等（住宅市街地の開発整備の方針など）  
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３．都市計画の決定 

 都市計画の決定は、都道府県が定めるものと市町村が定めるものがあります。 

都道府県が定める都市計画は、広域的な観点から必要があるものや都市にとって根幹

的な都市施設に関して、市町村の意見を聞き、一定の場合には国土交通大臣の同意を得

て定めます。市町村が定める都市計画は都道府県の同意を得て定めます。 

都市計画は、都市の成長を計画的に誘導し、長期的な視点に立ってまちづくりを進め

るものなので、将来にわたり市民等に対する影響が極めて大きく、土地の使い方や建築

物の建て方などについて規制が生じるものです。 

そのため、都市計画を決定するには、都市計画法に基づき一定の手続きが必要となっ

ており、その流れは次のとおりです。なお、この手続きの中には、市民等の意向が十分

反映されるように、①都市計画の案の作成について必要に応じて公聴会・説明会を開催

する、②都市計画の案を住民等に示し意見を求める縦覧の制度など、手続き上に配慮が

なされています。さらに、都市計画を決定するには、都市計画審議会の審議を経ること

になっています。 

 なお、決定された都市計画を変更する場合も、同様の手続きが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市計画の決定（又は変更）の手続きの流れ】 

（１）埼玉県が定める都市計画

原案の作成
（法15条）

公告及び
案の縦覧
（法17条）

埼玉県
都市計画
審議会付議
（法18条）

都市計画の
決定

（法18条）

告示及び
公衆の縦覧
（法20条）

国土交通省
関東地方整備局長

への協議

公聴会・説明会の
開催等による
住民の意見反映

（法16条）

意見書の
提出

（法17条）

朝霞市の
意見の聴取
（法18条）

朝霞市
都市計画
審議会付議

国土交通大臣への
協議及び同意

（法18条）

他の行政機関
との調整
（法23条）

（２）朝霞市が定める都市計画

原案の作成
（法15条）

公告及び
案の縦覧
（法17条）

朝霞市
都市計画
審議会付議
（法19条）

都市計画の
決定

（法19条）

告示及び
公衆の縦覧
（法20条）

埼玉県都市整備部長
への事前協議

公聴会・説明会の
開催等による
住民の意見反映

（法16条）

意見書の
提出

（法17条）

埼玉県知事への
協議及び同意

（法19条）
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